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『週刊金曜日』は「〔シリーズ〕 どうする日本政治」を連載している。11 月 7 日号は、

「とても危うい自維の軍事費増路線」と題して、「平和を求め軍拡を許さない女たちの会」

の共同代表の田中優子氏と前田佳子氏の対談を掲載している。高市新首相はトランプ、習

近平、李在明などとの主脳会談に成功したらしく、出だしの外交に得点をあげたようで、

80％を超す支持率を得ている。しかし、高市政権には、まさに危ういのではないかという

疑義がある。田中、前田両氏が、問題点を指摘している。自説を交え、紹介したい。 

①  既存の政治に不満や閉塞感からポピュリズムが台頭し、SNS で目立つ政党に投票する 

傾向がある。どの国でも、ポピュリズムに流された勢力が増している。民意の「意」が、

党の政策を理解したうえでの「意」であるのかが問われている。②日本への移民数は欧米

諸国に比べ、はるかに少ない。外国人の犯罪数は減少している。参政党などが、外国人に

よって国民が損害を受けているようなデマを振りまいている。事実を逸脱した風評に動か

されてはならない。私は「日本ファースト」ならまだ理解できるが、「日本人ファースト」

だと、外国人はセカンド、サードになり、戦時中の日本人優越感を連想してしまう。③皇

統に属する男系の男子を天皇とする。つまり、女性天皇を認めないとした。④選択的夫婦

別姓制度の実現は、自維政権では絶望的になった。⑤警戒すべきは外交、安全保障分野で、

軍事費増の前倒しの道を開いた。米国の注文に応えるには、物価高や円安で、国内総生産

（GDP）の 2％では足りなくなる。軍備に増税が求められる時が来るのではないか。⑥防衛

装備移転三原則の運用指針の 5 類型を撤廃し、輸出が認められるようになった。更なる武

器輸出で稼ごうとしている。田中氏は「死の商人はゴメンです」と言っている。⑦インテ

リジェンス・スパイ防止関連法について検討を開始した。決定版となるスパイ防止法が出

て来る。スパイ防止法が成立すると、マスコミの取材活動が脅かされ、SNS の発信も危う

くなる。⑧原発再稼働を推進しようとしている。先進国の多くは、再生可能エネルギー活

用に舵を切っているが、転換を全く考えていない。地熱発電、洋上風力発電に政府が手当

てして進めるべきである。方針を転換できないのは、企業と癒着した状態で政権を維持し

ているからである。小出裕章氏は、まさに「原発マフィア」と評している。新増設を計画

しているが、莫大な費用がかかり、火山や地震で安全な所はない。⑨食糧の安定供給は一

番大事であるが、連立政権合意書には、具体的に何も書いてない。⑩少子化で、外国人を

受け入れないと、社会が維持できない状況にある。在日外国人は人口の約 3.2％に過ぎな

い。在日する人々に安定した生活を保障し、子どもには学校に行ってもらえば、共生社会

を築くことは可能である。私は、異文化と出合う時、混乱や葛藤があるが、その衝突の中

から新しい文化が生まれると思う。これが、米国の強さを形成してきたと思っている。⑪

企業団体献金について、維新は廃止を主張してきたが、後退した印象で、国会議員の定員

削減を言い出した。身を切る改革ならば、議員歳費を削減すれば、済むことである。⑫石

破前首相は 80 年所感で、メディアを取り上げた。政府は新聞を利用し、新聞も戦争報道で

販売数を増やした。相乗作用で、一気に戦争へと突き進んだ。フェイクニュース、SNS の

ポピュリズムに飲み込まれないように注意する必要がある。⑬50 年の村山談話は、植民地

支配に対し痛切な反省とお詫びを表明した。近隣アジア諸国との関係改善を模索したが、

70 年の安倍談話は「積極的平和主義」と言いながら、集団的自衛権を行使できる安保関連

法を成立させ、敵基地攻撃を可能とする法整備もした。憲法 9 条は殺されてしまった状態

にある。平和主義を捨て、軍拡に向かう高市政権をしっかり監視する必要がある。前田氏

の発言、「微力かもしれませんが、無力ではありません」で対談を終えている。 


